
1.  はじめに
政府税制調査会は、本年4月4日に第3回目となる国際課税ディスカッショングループ（以下「国際
課税DG」）の会合を行いました。その会合において、これまでの検討を踏まえ、国境を越えた役務
の提供等に対する消費税の課税制度について、内外判定基準と課税方式の見直しの方向性が示
され、本年6月26日に第5回目となる国際課税DGの会合が開催されました。そこでは、第3回目
の会合で示された内外判定基準と課税方式の見直しの内容について、事業者団体等から寄せら
れた意見を踏まえ、具体的な方針が示されています。

本ニュースレターでは、政府税制調査会における最近の議論から、国境を越えた役務の提供等
を受ける場合の平成27年度における消費税法改正を見据えた今後の方向性についてご紹介し 
ます。

2.  現行制度の課題
現行の消費税法では、国内において事業者が行った資産の譲渡等に対して消費税が課税され
ますが、役務の提供の場合には、その取引が国内において行われた役務の提供であることが明
らかでないときは、役務の提供を行う事業者の事務所等の所在地で国内外の判定を行います。 
つまり、役務の提供を行う事業者が国内事業者であれば、消費税が課され、国外事業者であれば
消費税が課されない取扱いになっています。そのため、インターネットを通じて電子書籍や音楽
等のデジタルコンテンツの提供を行う場合、同じサービス等を提供しているときでも、提供する
事業者の事務所等の所在地によって、消費税の課税関係が異なっている点が現行制度の課題と
して指摘されています。
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3.  改正の方向性
第3回及び第5回の国際課税DGの会合では、前述の課題を踏
まえ、以下に掲げる内外判定基準の見直し、及び新たな内外判
定基準に基づく課税方式の見直しについて、検討が行われてい
ます。
（1） 内外判定基準の見直し
現行制度から（表1）に掲げる基準へ見直しが検討されてい
ます。（表1）の④及び⑤に掲げる役務の提供については、 
役務の提供を行う事業者の所在地ではなく、役務の提供を
受ける事業者又は消費者の住所等が国内である場合に、消
費税を課税できるように見直されます。なお、デジタルコン
テンツの提供（電子書籍や音楽の配信等）については、役務
の提供に含まれる取引として、この判定基準が適用される
見込みです。

（表1）内外判定基準の見直し

役務の提供の類型
内外判定の基準

現行制度 見直し案

役務の提供が行われた場所が
明らかなもの（法4条3項2号）

役務の提供が 
行われた場所 同左

役務の提供が行われた場所が明らかでないもの（令6条2項各号）

① 国際運輸、国際通信、
国際郵便 発地又は着地 同左

② 保険 保険契約の締結に係る
事務所等の所在地 同左

③ プラント建設等に係る
情報の提供等

プラント建設等に係る
資材の大部分が調達
される場所

同左

④ 情報の提供又は設計
役務の提供をする者の
事務所等の所在地

役務の提供を受ける
者の住所・居所又は本
店・主たる事務所等の
所在地
※ 消費税法4条の改正
により規定

⑤ ①~④に該当しない
もの

出所: 税制調査会 第3回国際課税DG 財務省提出資料

また、この見直し案について事業者団体等から寄せられた
意見に対し、（表2）に掲げる考え方が示されており、（表2）の
（イ）及び（ロ）に掲げる役務の提供については、実質的な
役務の提供が国外で完結していることが明らかであっても、
その成果物の提供や結果の報告が国外から国内に向けて
行われることから、役務の提供が行われた場所が明らかで
ない取引（以下「国内外に亘る役務の提供等」）と判断され
てしまうことに懸念が寄せられましたが、国外取引として不
課税となることが明確化される見込みです。ただし、一見、
国外で完結しているような役務の提供であっても、国内に
おいて行われる役務の提供等と一体として行われる取引に
ついては、国内外に亘る役務の提供等と判断されることに
なるため、注意が必要です。

（表2）内外判定基準の見直し案に関する事業者団体等の主な 
意見に対する考え方
寄せられた意見 意見に対する考え方

1. 国外における法務等のコンサ
ルティング、仲介サービス、国
外情報に関する収集･整理･
分析などを国外事業者に委
託した場合、実質的な役務提
供が国外で完結しているこ
とは明らかであっても、その
成果物の提供や結果の報告
が電気通信回線等を通じて
クロスボーダーで行われるこ
とから、役務の提供が行われ
た場所が明らかでない取引 
（国の内外に亘る役務の提
供）と判断されてしまうので
はないか。
〔類似の取引例〕
国外事業者に委託し、国外で
行われるシステム開発、研究
開発、デザインなど

2. 国外に所在する金融資産等
の管理運用等を国外事業者
に委託した場合、管理運用等
の役務提供が国外で行われ
ていることは明らかであって
も、管理運用等の結果の報告
が電気通信回線等を通じて
クロスボーダーで行われるこ
とから、役務の提供が行われ
た場所が明らかでない取引 
（国の内外に亘る役務の提
供）と判断されてしまうので
はないか。

1・2について
実質的な役務の提供が国外で完結している取
引は、内外判定基準の原則により国外取引（不
課税）となるが、例えば、以下のような役務の提
供については、国内取引と解されるとの懸念が
寄せられたことも踏まえ、国外取引（不課税）と
なることを法令等によって明確化する。

(ｲ) 国外で行われる当該国外に関する情報
の収集、整理若しくは分析等（その結果
の提供を含む）

(ﾛ) 国外で行われる当該国外に所在する資
産の取得、管理又は譲渡等に係る役務
の提供（その結果の報告を含む）

ただし、上記（イ）に該当する役務の提供であっ
ても、以下のような取引については、国の内外
に亘る取引に該当する。

国内において行われる役務の提供（開発し
たシステムを国内で導入･稼働させるといっ
た役務提供や研究開発の成果を国内におけ
る製品製造等に反映させるための役務提供
など）と一体で行われる取引

（注）今般の見直しに伴い、これまで一体的に
行われてきた国の内外に亘る役務の提供
を分割し、国内で行われる役務の提供部
分のみを課税対象取引とする行為が行わ
れる可能性がある。こうした役務の提供を
受ける国内事業者においては、国外事業
者による納税の伴わない仕入税額控除と
いう問題が発生しうることを踏まえ、こうし
た取引についてもリバースチャージ方式
の対象とすることを検討する。

3. 国の内外に所在するグループ
企業間においては様々な役
務提供取引が行われている
が、こうしたグループ企業間
取引は今般の見直しの対象か
ら外すべきではないか。

多段階課税・前段階税額控除方式を採用する
消費税は、グループ企業間の取引であっても人
格の異なる者の間の取引については、例外を
設けていない。したがって、グループ企業間の
取引であっても、「国内において事業者が行っ
た課税資産の譲渡等」に該当する限り、グルー
プ企業間の取引であることをもって例外的取
扱いとすることは不適当ではないか。なお、消
費税が課される場合であっても、原則として、
仕入税額控除制度によって課税の累積は生じ
ない（企業損益に影響しない。）。
<課税対象取引であると考えられる例>
• グループ内における統一的な研修を親会社
が子会社に提供する 場合

• グループ内における統一的なシステム（Eメ
ール・イントラネット等）を親会社が一括調達
し、子会社に提供する場合

出所: 税制調査会 第5回国際課税DG 財務省提出資料
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（2） 課税方式の見直し
上記（1）の内外判定基準の見直しにより、国外事業者が行う
役務の提供のうち消費税の課税対象になるものが発生しま
す。この新たな課税取引に対して、以下の①事業者向け取
引と、②消費者向け取引の区分に応じて課税方式が検討さ
れています。

① 事業者向け取引

新たに課税取引となる役務の提供のうち、その性質や取引
条件等からみて事業者に対して提供されることが明らかな
ものは、事業者向け取引に分類されます。

具体的には、国外事業者が電気通信回線（インターネット・電
話等）を通じて行う広告配信やクラウドサービス等のうち、
国内事業者に対して提供されるものが、事業者向け取引に
該当することが考えられます。

事業者向け取引の申告納税義務は、役務の提供を受ける国
内事業者に転換されるリバースチャージ方式が検討されて
います。この申告納税を行うにあたり、国内事業者は、納税
額の計上を行うとともに、リバースチャージに係る消費税の
仕入税額控除の計上を行います。

ただし、課税売上割合が一定以上（例えば、95%以上）の事
業者等においては、リバースチャージ方式による納税額とほ
ぼ同額の仕入税額控除が計上されることになるため、事業
者の事務負担に配慮する観点から、リバースチャージ税額と
リバースチャージ仕入控除税額を同額とみなし、消費税の
申告対象から除外する規定を設けることが検討されていま
す。課税売上割合の低い国内事業者は、この除外規定の対
象とならず、リバースチャージ税額よりリバースチャージ仕
入控除税額が少ないことで、追加的な消費税の負担が生じ
る可能性があるため、注意が必要です。

一方、事業者向け取引を行う国外事業者は、リバースチャー
ジの対象取引である旨を取引の相手方に通知する義務が
課されます。

（図1） リバースチャージ方式

事業者向け取引に係る課税方式（リバースチャージ方式）
国外事業者が行う「事業者向け」の役務提供について、国内事業者に申告納
税義務を課す方式
① 性質から見て通常事業者向けのもの（広告配信等）
② 消費者・事業者双方に提供されているもの（クラウドサービス等）で、 
取引条件等から事業者向けであることが明らかな取引

国内事業者

税務署

国外事業者

国内 国外

<納税義務者>

上記①②の役務提供
（不課税）

申告
納税

• 国外事業者は、不課税で役務提供を行い、 
国内事業者が申告納税を行う仕入税額

控除

出所: 税制調査会 第5回国際課税DG 財務省提出資料

② 消費者向け取引

新たに課税取引となる役務の提供のうち、その性質や取引
条件等からみて、上記①の事業者向け取引以外のものが、
消費者向け取引に分類されます。したがって、国外事業者の
取引相手先が日本の消費者である取引の他、日本の消費者
と事業者が混在するような取引についても、消費者向け取
引に該当する見込です。

具体的には、国外事業者が電気通信回線を通じて行うデ
ジタルコンテンツの提供（電子書籍や音楽の配信等）等の 
うち、国内消費者に提供されるものが該当すると考えられ
ます。

消費者向け取引の申告納税義務は、役務の提供を行う国外
事業者による方式が検討されています（国外事業者申告納
税方式）。ただし、この納税義務の判定にあたり、国外事業者
についても、国内における課税売上高が1000万円以下の
事業者が免税となる事業者免税点制度の適用が検討され
ています。納税義務者となる国外事業者は、日本において
申告納税を行う納税管理人を定める手続きを行うことにな
ります。
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この場合、国内事業者は、消費者向け取引として提供を受け
るサービスに関して支払う消費税について、本来、仕入税額
控除の適用を受けることになります。しかし、この場合に申
告納税義務を課される国外事業者は、執行管轄の及ばない
国外に所在し、適正な納税を確保することには限界があるこ
とから、国外事業者による申告納税が行われない一方で国
内事業者により仕入税額控除が行われることが、問題視さ
れています。そこで、こうした課税の公平を阻害する事態を
制度的に防止する観点から、国内事業者が国外事業者から
受ける消費税向け取引については仕入税額控除を認めな
い方向で検討が進められています。この場合、国内事業者
において、追加的な消費税の負担が生じる可能性があるた
め、注意が必要です。

なお、実際に事業者が受けている役務の提供にも関わらず、
その性質や取引条件等から消費者向け取引と判断されうる
取引については、その取引条件等を変更することにより事
業者向け取引であることが明らかとなれば、リバースチャー
ジ方式が適用されることが検討されています。

（図2） 国外事業者申告納税方式

消費者向け取引に係る課税方式（国外事業者申告納税方式）
国外事業者が行うが行う「消費者向け」の役務提供について、国外事業者に 
申告納税義務を課す方式
① 性質から見て通常消費者向けのもの（電子書籍・音楽の配信等）
② 消費者・事業者双方に提供されているもの（クラウドサービス等）で、 
取引条件等から事業者向けであることが明らかでない取引
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• 国外事業者は、課税で役務提供を行い、
国内の税務署に申告納税を行う

出所: 税制調査会 第5回国際課税DG 財務省提出資料


